
様式第１２（第１１条関係）

法　人　番　号
年　　月　　日
　
公益財団法人産業廃棄物処理事業振興財団
理 事 長 　寺田　正人　　殿

　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称	
　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名	
（押 印 省 略）

令和７年度（補正予算）循環型社会形成推進事業費補助金
（リチウムイオン電池等の火災事故防止・分別回収による安全・経済損失防止対策事業）
完了実績報告書

　　　年　　月　　日付け財団管理番号         で交付決定の通知を受けた循環型社会形成推進事業費補助金（リチウムイオン電池等の火災事故防止・分別回収による安全・経済損失防止対策事業）を完了（廃止）しましたので、令和７年度（補正予算）循環型社会形成推進事業費補助金（リチウムイオン電池等の火災事故防止・分別回収による安全・経済損失防止対策事業）交付規程第１１条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。

記

１　補助金の交付決定額及び交付決定年月日
　　　               　　　　金　　　　　　　　　円（　　年　　月　　日　番号）
　　　               （うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　円 ）

２　補助事業の実施状況
  　　　別紙１　実施報告書のとおり

３　補助金の経費収支実績
　　　　別紙２　経費所要額精算調書のとおり

４　補助事業の実施期間
　　　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

５　添付資料
   （１）完成図書（各種手続等に係る書面の写しを含む。）
   （２）写真（設備及び配置等が分かるもの）
   （３）その他参考資料（領収書等含む。）
注　　規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が報告すること。

別紙１
リチウムイオン電池等の火災事故防止・分別回収による安全・経済損失防止対策事業実施報告書

	事業名
	

	事業実施の
事業者名
	

	事業実施の
担当者
	事業実施の代表者

	
	氏名
	事業者名・役職名
	所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	
	事業実施の担当者（事業の窓口となる方）

	
	氏名
	事業者名・役職名
	備　　考

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	事業の主たる
実施場所
	＊　実際に補助事業を行った場所

	



共同事業者
	団体等の名称
	事業実施責任者

	
	
	氏名
	役職名
	電話・
FAX番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	＜実施した事業の概要＞

	【概要】
＊　補助事業及び導入した設備等の概要(内容・規模等)を記入する。




	＜事業実施による効果＞

	
· 上記に関する資料を添付すること

（１）リチウム蓄電池等をX線やAI等を活用して高度に選別する設備
①検知件数
②除去件数

（２）発火を検知し各設備（施設の自動停止、散水等の延焼防止対策、警報発報等）と連携・連動する一連のシステム機器
①発煙消火件数
②発火消火件数

（３）設備の使用状況


	

	＜事業の実施体制＞、＜資金計画＞、＜補助対象経費の調達先＞、＜事業実施に関連する事項＞

	＊　循環型社会形成推進事業費補助金（リチウムイオン電池等の火災事故防止・分別回収による安全・経済損失防止対策事業）交付申請書の別紙１における＜事業の実施体制＞、＜資金計画＞、＜補助対象経費の調達先＞、＜事業実施に関連する事項＞の記入内容に変更がない場合は、「交付申請書のとおり」と記入し、変更がある場合は、変更の内容を記入すること。



	＜事業実施スケジュール＞

	＊　事業の実施スケジュールを記入する。
＊　実施スケジュールは別紙を添付してもよい。







注１　本報告書に、循環型社会形成推進事業費補助金（リチウムイオン電池等の火災事故防止・分別回収による安全・経済損失防止対策事業）交付申請書に添付した書類に変更がある場合、変更後の書類を添付する。
注２　記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用する。

別紙２
リチウムイオン電池等の火災事故防止・分別回収による安全・経済損失防止対策事業に要する
経費所要額精算調書

１．経費実績額
	(1)総事業費

	(2)寄付金その他の収入
	(3)差引額
(1)－(2)

	(4)補助対象経費実支出額
	(5)基準額

	円
	円
	円
	円
	円

	(6)選定額
(4)と(5)を比較し
て少ない方の額
	(7)補助基本額
(3)と(6)を比較し
て少ない方の額
	(8)補助金所要額(7)×1/２
又は1/3
	(9)補助金交付
決定額
	(10)過不足額
(9)－(8)

	円
	円
	円
	円
	円


２．補助対象経費実支出額内訳
	経費区分・費目
	金　　額
	積　　算　　内　　訳

	
	
	

	合　　計
	円
	

	購入した主な財産の内訳（一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のもの）

	名　　称
	仕様
	数量
	単　価
	金　額
	購入時期

	
	
	
	
	
	


注　本調書に、請求書、領収書又は計算書等を添付する。

2

